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議案第１１４号 

 

常総市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

常総市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を

求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正に伴い，手数料を徴

収すべき事項として，戸籍電子証明書提供用識別符号等の発行に係る事務及び手

数料額を定めるほか，所要の改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市手数料条例の一部を改正する条例 

 

常総市手数料条例（平成１２年水海道市条例第２１号）の一部を次のように改

正する。 

別表戸籍の謄本又は抄本の項中「又は抄本」を「若しくは抄本又は戸籍証明書

の交付」に改め，同表除かれた戸籍の謄本又は抄本の項中「又は抄本」を「若し

くは抄本又は除籍証明書の交付」に改め，同表除かれた戸籍に記載した事項に関

する証明の項の次に次のように加える。 

戸籍電子証明書提供用識別符

号の発行 

１件につき ４００円（次に掲げる事由のい

ずれかに該当するときは，無料） 

(1) 電子情報処理組織を使用する方法（地方

公共団体の手数料の標準に関する政令に規

定する総務省令で定める金額等を定める省

令（平成１２年自治省令第５号）第１条の

２に規定する電子情報処理組織を使用する

方法をいう。以下同じ。）による請求によ

り戸籍電子証明書提供用識別符号の発行を

行う場合における当該発行 

(2) 戸籍電子証明書提供用識別符号の発行に

係る戸籍電子証明書の請求を行う者が同時

に当該戸籍電子証明書が証明する事項と同

一の事項を証明する戸籍の謄本若しくは抄

本又は戸籍証明書の請求を行う場合におけ

る当該発行 

除籍電子証明書提供用識別符

号の発行 

１件につき ７００円（次に掲げる事由のい

ずれかに該当するときは，無料） 

(1) 電子情報処理組織を使用する方法による

請求により除籍電子証明書提供用識別符号

の発行を行う場合における当該発行 

(2) 除籍電子証明書提供用識別符号の発行に 
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 係る除籍電子証明書の請求を行う者が同時

に当該除籍電子証明書が証明する事項と同

一の事項を証明する除かれた戸籍の謄本若

しくは抄本又は除籍証明書の請求を行う場

合における当該発行 

別表届出若しくは申請の受理又は届書その他の書類の記載事項の証明書の項中

「又は」を「若しくは」に改め，「証明書」の次に「又は届書等情報の内容の証

明書の交付」を加え，同表上質紙を用いた婚姻，離婚，養子縁組，養子離縁又は

認知の届出証明書の項中「又は認知の届出証明書」を「若しくは認知の届出証明

書又は届書等情報の内容の証明書の交付」に改め，同表届出その他の書類の閲覧

の項中「閲覧」の次に「又は届書等情報の内容を表示したものの閲覧」を加える。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第１１５号 

 

常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について 

 

常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定めたい

ので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定によ

り議会の議決を求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，令和５年８月７日に人事院から公務員給与の改定が勧告されたことを

受け，当該人事院勧告に準拠して一般職に属する職員の給料の月額並びに期末手

当及び勤勉手当の支給割合を改めるほか，会計年度任用職員に対する勤勉手当の

支給に必要となる規定の整備その他所要の改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（常総市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 常総市職員の給与に関する条例（昭和３２年水海道市条例第９号）の一

部を次のように改正する。 

第１８条第２項中「期末手当基礎額に」の次に「，６月に支給する場合にお

いては」を，「除く。」の次に「以下この項及び」を，「額）」の次に「，１

２月に支給する場合においては１００分の１２５（特定幹部職員にあっては，

１００分の１０５）を乗じて得た額」を加え，同条第３項中「１００分の１０

０」を「，１００分の１００」に，「１００分の５７．５」を「，１００分の

５７．５」と，「１００分の１２５」とあるのは「１００分の７０」と，「１

００分の１０５」とあるのは「１００分の６０」に改める。 

第１９条第２項第１号中「加算した額に」の次に「，６月に支給する場合に

おいては」を，「１００分の１２０）」の次に「，１２月に支給する場合にお

いては１００分の１０５（特定幹部職員にあっては，１００分の１２５）」を

加え，同項第２号中「勤勉手当基礎額に」の次に「，６月に支給する場合にお

いては」を，「１００分の５７．５）」の次に「，１２月に支給する場合にお

いては１００分の５０（特定幹部職員にあっては，１００分の６０）」を加え

る。 

別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第５条関係） 

行政職給料表 

職員

の区

分 

 職務の

級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 円 円 円 

1 162,100 208,000 240,900 271,600 295,400 323,100 365,500 

2 163,200 209,700 242,400 273,200 297,500 325,300 368,100 

3 164,400 211,400 243,800 274,700 299,500 327,500 370,500 

4 165,500 212,900 245,200 276,300 301,400 329,500 372,900 

5 166,600 214,400 246,400 277,800 303,200 331,500 374,800 

6 167,700 216,200 248,000 279,500 305,000 333,500 377,300 

7 168,800 217,900 249,500 281,300 306,600 335,400 379,600 

8 169,900 219,600 250,900 283,100 308,200 337,300 382,100 

9 170,900 221,100 252,000 284,800 309,800 339,200 384,500 

 10 172,300 222,600 253,400 286,700 312,000 341,200 387,100 

 11 173,600 224,100 254,900 288,500 314,200 343,200 389,700 

 12 174,900 225,600 256,200 290,300 316,200 345,200 392,300 

 13 176,100 226,800 257,500 292,100 318,200 347,000 394,600 

 14 177,600 228,200 258,700 293,700 320,200 349,000 396,900 

 15 179,100 229,600 259,900 295,100 322,100 350,900 399,100 

 16 180,700 231,000 261,100 296,500 324,000 352,800 401,400 

 17 181,800 232,400 262,300 298,000 325,900 354,500 403,200 

 18 183,200 234,000 263,600 300,000 327,900 356,500 405,100 

 19 184,600 235,500 264,900 302,000 329,800 358,300 407,000 

 20 186,000 236,900 266,200 303,800 331,700 360,200 408,800 

 21 187,300 238,100 267,600 305,500 333,400 362,100 410,600 

 22 189,600 239,700 269,100 307,400 335,400 364,000 412,400 

 23 191,800 241,200 270,700 309,300 337,400 365,900 414,200 

 24 194,000 242,600 272,200 311,100 339,300 367,800 416,000 

 25 196,200 243,600 273,800 312,800 340,700 369,700 417,600 

 26 197,900 245,100 275,500 314,800 342,600 371,600 419,100 



7 

 27 199,400 246,400 277,100 316,800 344,500 373,500 420,600 

 28 200,900 247,600 278,700 318,700 346,400 375,400 422,100 

 29 202,400 248,700 280,300 320,400 348,000 376,900 423,600 

 30 203,800 249,700 281,800 322,400 349,900 378,700 424,900 

 31 205,200 250,600 283,300 324,400 351,700 380,500 426,200 

 32 206,600 251,500 284,800 326,400 353,500 382,100 427,400 

 33 208,000 252,400 285,900 327,600 355,300 383,800 428,600 

 34 209,300 253,300 287,500 329,600 357,100 385,200 429,900 

 35 210,600 254,100 289,000 331,500 358,800 386,600 431,200 

 36 211,900 254,900 290,500 333,500 360,500 388,000 432,400 

 37 213,200 255,600 291,900 335,400 361,900 389,400 433,600 

 38 214,400 256,700 293,500 337,300 363,200 390,600 434,400 

 39 215,600 257,900 295,100 339,200 364,500 391,800 435,200 

 40 216,700 259,000 296,700 341,100 365,900 392,800 436,000 

 41 217,800 260,200 298,200 342,900 367,000 393,900 436,600 

 42 218,900 261,400 299,800 344,800 367,900 395,100 437,300 

 43 219,900 262,500 301,300 346,600 368,900 396,200 438,000 

 44 220,900 263,600 302,800 348,400 370,000 397,300 438,700 

 45 221,800 264,700 304,400 349,900 370,800 398,000 439,500 

 46 222,700 265,800 306,000 351,300 371,700 398,700 440,300 

 47 223,600 266,900 307,600 352,700 372,600 399,400 440,700 

 48 224,500 267,900 309,100 354,200 373,400 400,100 441,400 

 49 225,400 268,900 310,000 355,700 374,200 400,700 441,900 

 50 226,300 269,900 311,500 356,500 375,000 401,300 442,300 

 51 227,200 270,900 313,000 357,500 375,800 401,800 442,700 

 52 228,100 271,800 314,600 358,500 376,500 402,200 443,100 

 53 228,900 272,700 316,200 359,400 377,200 402,600 443,500 

 54 229,800 273,600 317,800 360,500 377,900 402,900 443,900 

 55 230,700 274,500 319,300 361,400 378,600 403,200 444,300 

 56 231,500 275,400 320,800 362,400 379,300 403,500 444,600 

 57 231,800 276,300 322,200 363,300 379,800 403,800 444,900 

 58 232,600 277,200 323,400 364,000 380,400 404,100 445,300 

 59 233,300 278,100 324,500 364,700 381,000 404,400 445,600 
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 60 233,900 279,000 325,600 365,300 381,700 404,700 445,900 

 61 234,500 280,000 326,300 365,700 382,100 405,000 446,200 

 62 235,200 281,000 327,200 366,300 382,800 405,300  

 63 235,800 281,900 328,000 367,000 383,400 405,600  

 64 236,300 282,800 328,800 367,700 384,000 405,900  

 65 236,800 283,300 329,600 368,000 384,400 406,200  

 66 237,300 284,000 330,000 368,700 385,000 406,500  

 67 237,800 284,700 330,600 369,400 385,600 406,800  

 68 238,400 285,600 331,300 370,000 386,200 407,100  

 69 238,900 286,600 332,100 370,300 386,600 407,300  

 70 239,400 287,400 332,800 370,900 387,100 407,600  

 71 239,900 288,200 333,500 371,600 387,600 407,900  

 72 240,400 289,000 334,100 372,200 388,200 408,100  

 73 240,900 289,700 334,600 372,500 388,500 408,300  

 74 241,400 290,200 335,200 373,100 388,900 408,600  

 75 241,800 290,600 335,700 373,800 389,300 408,900  

 76 242,300 291,000 336,300 374,400 389,700 409,100  

 77 242,800 291,200 336,600 374,800 390,000 409,300  

 78 243,300 291,500 337,100 375,300 390,300 409,600  

 79 243,800 291,700 337,500 375,900 390,600 409,900  

 80 244,300 292,000 337,900 376,400 390,800 410,100  

 81 244,700 292,200 338,300 376,900 391,000 410,300  

 82 245,200 292,400 338,800 377,500 391,300 410,600  

 83 245,600 292,700 339,300 378,000 391,600 410,900  

 84 246,000 292,900 339,800 378,300 391,800 411,100  

 85 246,400 293,200 340,100 378,700 392,000 411,300  

 86 246,800 293,500 340,500 379,200 392,300   

 87 247,200 293,800 341,000 379,600 392,600   

 88 247,600 294,100 341,400 380,000 392,800   

 89 248,000 294,400 341,700 380,400 393,000   

 90 248,500 294,800 342,100 380,900 393,300   

 91 248,800 295,100 342,600 381,300 393,600   

 92 249,100 295,500 343,000 381,700 393,800   
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 93 249,400 295,700 343,200 382,000 394,000   

 94  295,900 343,600 382,300    

 95  296,200 344,100 382,600    

 96  296,600 344,500 382,800    

 97  296,800 344,700 383,000    

 98  297,100 345,100 383,300    

 99  297,500 345,500 383,600    

 100  297,900 345,800 383,800    

 101  298,100 346,100 384,000    

 102  298,400 346,500     

 103  298,800 346,900     

 104  299,100 347,300     

 105  299,300 347,800     

 106  299,600 348,200     

 107  300,000 348,600     

 108  300,300 349,000     

 109  300,500 349,500     

 110  300,900 349,900     

 111  301,300 350,200     

 112  301,600 350,500     

 113  301,800 351,000     

 114  302,000      

 115  302,300      

 116  302,700      

 117  302,900      

 118  303,100      

 119  303,400      

 120  303,700      

 121  304,100      

 122  304,300      

 123  304,600      

 124  304,900      

 125  305,200      
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定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

 円 円 円 円 円 円 円 

 

188,700 216,200 256,200 275,600 290,700 316,200 358,000 

備考 この表は，他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。ただし，

第２１条に規定する職員を除く。 
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第２条 常総市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

第１８条第２項中「，６月に支給する場合においては１００分の１２０」を

「１００分の１２２．５」に改め，「以下この項及び」を削り，「，１００分

の１００」を「，１００分の１０２．５」に改め，「，１２月に支給する場合

においては１００分の１２５（特定幹部職員にあっては，１００分の１０５）

を乗じて得た額」を削り，同条第３項を次のように改める。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については，同項

中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の６８．７５」と，「１

００分の１０２．５」とあるのは「１００分の５８．７５」とする。 

第１９条第２項第１号中「，６月に支給する場合においては１００分の１０

０」を「１００分の１０２．５」に，「１００分の１２０），１２月に支給す

る場合においては１００分の１０５（特定幹部職員にあっては，１００分の１

２５」を「１００分の１２２．５」に改め，同項第２号中「，６月に支給する

場合においては１００分の４７．５」を「１００分の４８．７５」に，「１０

０分の５７．５），１２月に支給する場合においては１００分の５０（特定幹

部職員にあっては，１００分の６０」を「１００分の５８．７５」に改める。 

（常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正） 

第３条 常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

８年常総市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項の表を次のように改める。 

号給 給料月額（円） 

１ ３８０，０００ 

２ ４２７，０００ 

３ ４７７，０００ 

４ ５３９，０００ 

５ ６１５，０００ 

第８条第２項中「１００分の１６５」」の次に「と，「１００分の１２５」

とあるのは「１００分の１７５」」を加える。 

第４条 常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を

次のように改正する。 

第８条第２項中「１００分の１２０」とあるのは「１００分の１６５」と，

「１００分の１２５」を「１００分の１２２．５」に，「１００分の１７５」

を「１００分の１７０」に改める。 
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（常総市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第５条 常総市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年常

総市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第３５条」を「第３６条」に改める。 

第５条を次のように改める。 

第５条 削除 

第３５条を第３６条とし，第３４条の次に次の１条を加える。 

（給与改定の実施時期等の取扱い） 

第３５条 この条例において準用する給与条例又はこの条例においてその定め

るところによることとされ，若しくはその例によることとされる特殊勤務手

当条例（これに基づく規則を含む。次項において同じ。）の規定について給

与の額の改定に関する改正が行われる場合における会計年度任用職員の給与

の額の改定を行う時期その他の当該改定に係る取扱いは，給与条例の適用を

受ける職員の例による。 

２ 条例又はこれに基づく規則に別に定めがある場合を除き，特別の事情によ

り前項の規定によることができない場合又は同項の規定によることが著しく

不適当であると認められる場合には，別に市長の定めるところにより，又は

あらかじめ市長の承認を得て，別段の取扱いをすることができる。 

第６条 常総市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を次の

ように改正する。 

第３条第１項中「，期末手当」の次に「，勤勉手当」を加え，「及び期末手

当」を「，期末手当及び勤勉手当」に改める。 

第１６条第２項中「至った場合」を「至ったとき」に，「ときに」を「場合

に」に改め，「次項」の次に「，次条第２項及び第３項」を加え，同条の次に

次の１条を加える。 

（勤勉手当） 

第１６条の２ 給与条例第１９条の規定は，任期が６箇月以上のフルタイム会

計年度任用職員について準用する。 

２ 任期が６箇月に満たないフルタイム会計年度任用職員の１会計年度内にお

ける会計年度任用職員としての任期の合計が６箇月以上に至ったときは，当

該フルタイム会計年度任用職員は，当該会計年度において，前項の任期が６

箇月以上のフルタイム会計年度任用職員とみなす。 

３ ６月に勤勉手当を支給する場合において，前会計年度の末日まで会計年度



13 

任用職員として任用され，同日の翌日にフルタイム会計年度任用職員として

任用された者の任期（６箇月未満のものに限る。）と前会計年度における任

期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）との合計が６

箇月以上に至ったときは，第１項の任期が６箇月以上のフルタイム会計年度

任用職員とみなす。 

第２６条第１項中「この条」の次に「及び次条第１項」を加え，「それぞれ

の」を「それぞれその」に改め，「，若しくは失職し」を削り，「１月」を

「１箇月」に改め，同条の次に次の１条を加える。 

（勤勉手当） 

第２６条の２ 給与条例第１９条の規定は，任期が６箇月以上のパートタイム

会計年度任用職員について準用する。この場合において，同条第３項中「そ

れぞれその基準日現在において職員が受けるべき給料の月額（育児短時間勤

務職員等にあっては，給料の月額を算出率で除して得た額）及びこれに対す

る地域手当の月額の合計額」とあるのは，「それぞれその基準日（退職し，

又は死亡した職員にあっては，退職し，又は死亡した日）以前６箇月以内の

パートタイム会計年度任用職員としての在職期間における報酬（フルタイム

会計年度任用職員との権衡を考慮して規則で定める額を除く。）の１箇月当

たりの平均額」と読み替えるものとする。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は，前項において準用する給与条例第１９条

の規定による勤勉手当の支給について準用する。 

（常総市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第７条 常総市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年水海道

市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第１９条第１項第１号中「及び期末手当」を「，期末手当及び勤勉手当」に

改め，同項第２号中「期末手当」の次に「，勤勉手当」を加える。 

（常総市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第８条 常総市職員の育児休業等に関する条例（平成４年水海道市条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）

を除く。）」を削る。 

第８条中「会計年度任用職員」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職
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員」という。）」に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条，第４条及び第６条か

ら第８条までの規定は，令和６年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の常総市職員の給与に関する条例（次項において

「改正後の給与条例」という。）の規定及び第３条の規定による改正後の常総

市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（次項において「改

正後の任期付職員条例」という。）の規定は，令和５年４月１日から適用する。 

（給与の内払） 

３ 改正後の給与条例又は改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合におい

ては，第１条の規定による改正前の常総市職員の給与に関する条例の規定に基

づいて支給された給与又は第３条の規定による改正前の常総市一般職の任期付

職員の採用及び給与の特例に関する条例の規定に基づいて支給された給与は，

それぞれ改正後の給与条例の規定による給与又は改正後の任期付職員条例の規

定による給与の内払とみなす。 

（委任） 

４ 前２項に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，市規則で

定める。 
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議案第１１６号 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例について 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９

６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，人事院勧告に基づく一般職に属する職員の給与改定に準じて，市長等

特別職に支給する期末手当の支給割合を改正するため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を

改正する条例 

 

第１条 常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和３

２年水海道市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「１００分の１６５」と」の次に「，「１００分の１２５」とある

のは「１００分の１７５」と」を加える。 

第２条 常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を

次のように改正する。 

第４条中「１００分の１２０」とあるのは「１００分の１６５」と，「１０

０分の１２５」を「１００分の１２２．５」に，「１００分の１７５」を「１

１００分の１７０」に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条の規定は，令和６年４

月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅

費に関する条例（以下「改正後の特別職給与等条例」という。）の規定は，令

和５年４月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 改正後の特別職給与等条例の規定を適用する場合においては，第１条の規定

による改正前の常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例

の規定に基づいて支給された期末手当は，改正後の特別職給与等条例の規定に

よる期末手当の内払とみなす。 
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議案第１１７号 

 

督促手数料の廃止に伴う関係条例の整理に関する条例について 

 

督促手数料の廃止に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定めたいの

で，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により

議会の議決を求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，市税，介護保険料，後期高齢者医療保険料等に係る督促手数料を廃止

することに伴い，常総市税条例のほか関係する条例において，所要の改正を行う

ため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

督促手数料の廃止に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（常総市税条例の一部改正） 

第１条 常総市税条例（昭和３３年水海道市条例第１３号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２号中「督促手数料，」を削る。 

第２３条及び第２４条を次のように改める。 

第２３条及び第２４条 削除 

（常総市税外諸収入の滞納金督促手数料及び延滞金徴収条例の一部改正） 

第２条 常総市税外諸収入の滞納金督促手数料及び延滞金徴収条例（昭和２９年

水海道市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

常総市税外諸収入の督促及び延滞金の徴収に関する条例 

第１条中「督促手数料及び」を「督促」に改める。 

第３条を次のように改める。 

第３条 削除 

第４条第１項中「督促手数料及び」を削る。 

（常総市介護保険条例の一部改正） 

第３条 常総市介護保険条例（平成１２年水海道市条例第１４号）の一部を次の

ように改正する。 

第１３条を次のように改める。 

第１３条 削除 

（常総市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第４条 常総市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年常総市条例第８号）の

一部を次のように改正する。 

第５条を次のように改める。 

第５条 削除 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 令和５年度以前の会計年度に属する市の歳入に係る督促手数料は，第１条の

規定による改正後の常総市税条例，第２条の規定による改正後の常総市税外諸

収入の督促及び延滞金の徴収に関する条例，第３条の規定による改正後の常総

市介護保険条例及び第４条の規定による改正後の常総市後期高齢者医療に関す

る条例の規定にかかわらず，なお従前の例による。 
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議案第１１８号 

 

常総市印鑑条例の一部を改正する条例について 

 

常総市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求

める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，多機能端末機における印鑑登録証明書の発行について，従前の個人番

号カードに加え，スマートフォンを使用する方法による発行を可能とする改正を

行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

常総市印鑑条例（昭和５７年水海道市条例第１号）の一部を次のように改正す

る。 

第１３条中「自ら個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定

する個人番号カードをいう。）を使用して，」を「市規則で定める方法により」

に，「により印鑑登録証明書の」を「を利用して，印鑑登録証明書の交付を申請

し，その」に改め，同条後段を削る。 

附 則 

この条例は，令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１１９号 

 

常総市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

常総市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決

を求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，介護保険制度における令和６年度から令和８年度までの各年度の第１

号被保険者に係る保険料率を定める等の改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

常総市介護保険条例（平成１２年水海道市条例第１４号）の一部を次のように

改正する。 

第７条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年

度」に改め，同項第１号中「３３，６００円」を「３２，４００円」に改め，同

項第２号中「４６，８００円」を「４８，６００円」に改め，同項第３号中「４

６，８００円」を「４８，９００円」に改め，同項第４号中「６０，０００円」

を「６４，２００円」に改め，同項第５号中「６６，０００円」を「７０，８０

０円」に改め，同項第６号中「７９，２００円」を「８５，２００円」に改め，

同号イ中「若しくは第１１号イ」を「，第１１号イ，第１２号イ若しくは第１３

号イ」に改め，同項第７号中「８６，４００円」を「９２，４００円」に改め，

同号イ中「若しくは第１１号イ」を「，第１１号イ，第１２号イ若しくは第１３

号イ」に改め，同項第８号中「９８，４００円」を「１０６，２００円」に改め，

同号イ中「若しくは第１１号イ」を「，第１１号イ，第１２号イ若しくは第１３

号イ」に改め，同項第９号中「１１１，６００円」を「１２０，６００円」に改

め，同号ア中「４００万円」を「４２０万円」に改め，同号イ中「若しくは第１

１号イ」を「，第１１号イ，第１２号イ若しくは第１３号イ」に改め，同項第１

０号中「１３２，０００円」を「１３５，０００円」に改め，同号ア中「４００

万円以上６００万円」を「４２０万円以上５２０万円」に改め，同号イ中「次号

イ」の次に「，第１２号イ若しくは第１３号イ」を加え，同項第１１号中「１４

７，６００円」を「１４８，８００円」に改め，同号ア中「６００万円以上８０

０万円」を「５２０万円以上６２０万円」に改め，同号イ中「部分を除く。）」

の次に「又は次号イ若しくは第１３号イ」を加え，同項第１２号中「１６４，４

００円」を「１９１，４００円」に改め，同号を同項第１４号とし，同項第１１

号の次に次の２号を加える。 

(12) 次のいずれかに該当する者 １６３，２００円 

ア 合計所得金額が６２０万円以上７２０万円未満であり，かつ，前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９
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条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を

除く。） 

(13) 次のいずれかに該当する者 １７７，０００円 

ア 合計所得金額が７２０万円以上８００万円未満であり，かつ，前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって，その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９

条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

第７条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年

度」に改め，同条第３項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令

和８年度」に，「前項中」を「，前項中」に，「３１，２００円」を「３４，８

００円」に改め，同条第４項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度か

ら令和８年度」に，「第２項中」を「，第２項中」に，「４４，４００円」を

「４８，６００円」に改める。 

第９条第３項中「又は第９号ロ」を「，第９号ロ，第１０号ロ，第１１号ロ，

第１２号ロ又は第１３号ロ」に，「第９号まで」を「第１３号まで」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の常総市介護保険条例の規定は，令和６年度以降の年度分の保険料か

ら適用し，令和５年度以前の年度分の保険料については，なお従前の例による。 
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議案第１２０号 

 

常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例等の一部を改正する条例について 

 

常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

等の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等の介護サー

ビスに係る基準について，参考とする厚生労働省令が改正されたことに伴い，必

要となる改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例等の一部を改正する条例 

 

（常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正） 

第１条 常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成３０年常総市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「前項の」を「前項に」に，「利用者の数が３５」を「利用

者の数（当該指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せ

て受け，又は法第１１５条の２３第３項の規定により地域包括支援センターの

設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて，当該指定居宅介護支

援事業所において指定介護予防支援（法第５８条第１項に規定する指定介護予

防支援をいう。以下この項及び第１６条第１項第２９号において同じ。）を行

う場合にあっては，当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該

事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた

数。次項において同じ。）が４４」に改め，同条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず，指定居宅介護支援事業所が，公益社団法人国民

健康保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という

名称で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事

業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居

宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システムを利用し，かつ，

事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の基準は，利用

者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 

第６条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

第７条第２項中「，前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護，通所介護，福祉用具貸与及び

地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞ

れ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合，前６月間に当該指定居

宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問

介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型

サービス事業者によって提供されたものが占める割合」を削り，同条第８項を
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同条第９項とし，同条第７項中「電磁的方法により」を「第５項の規定によ

り」に改め，同項第１号中「第４項各号」を「第５項各号」に改め，同項を同

条第８項とし，同条第６項中「第４項」を「第５項第１号」に改め，同項を同

条第７項とし，同条第５項を同条第６項とし，同条第４項中「第７項」を「第

８項」に改め，同項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を

「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。第３４条第１項において同じ。）に係

る記録媒体をいう。）」に改め，同項を同条第５項とし，同条中第３項を第４

項とし，第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援の提供の開始に際し，あら

かじめ，利用者又はその家族に対し，前６月間に当該指定居宅介護支援事業

所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護，通所介護，

福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」

という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及

び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス

計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービ

ス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占め

る割合につき説明を行い，理解を得るよう努めなければならない。 

第１６条第１項第２号の次に次の２号を加える。 

(2)の2 指定居宅介護支援の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘

束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）

を行ってはならない。 

(2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

い。 

第１６条第１項第１４号中「主治の医師若しくは歯科医師」を「主治の医師

等」に改め，同項第１５号ア中「，利用者の居宅を訪問し」を削り，同号中イ

をウとし，アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は，利用者の居宅を訪問することによって行う

こと。ただし，次のいずれにも該当する場合であって，少なくとも２
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月に１回，利用者の居宅を訪問し，利用者に面接するときは，利用者

の居宅を訪問しない月においては，テレビ電話装置等を活用して，利

用者に面接することができるものとする。 

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて，文書によ

り利用者の同意を得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において，次に掲げる事項について主治の

医師，担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができ

ること。 

ｃ 介護支援専門員が，テレビ電話装置等を活用したモニタリングで

は把握できない情報について，担当者から提供を受けること。 

第１６条第１項第２９号中「基づき，」の次に「地域包括支援センターの設

置者である」を加える。 

第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え，同条第２項中「前項に規定する」を削り，「同項」

を「前項」に改め，同条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載

しなければならない。 

第３２条第２項中第５号を第６号とし，第４号を第５号とし，第３号を第４

号とし，第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 第１６条第１項第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間，

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第３４条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

（常総市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部改正） 

第２条 常総市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基

準等を定める条例（平成２５年常総市条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

第７条第５項中第１１号を削り，第１２号を第１１号とし，同条第６項ただ

し書中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」を「指定定期巡回・随時
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対応型訪問介護看護事業所」に，「同一施設」を「同一敷地」に改める。 

第８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１０条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これら

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電

磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。第２０５条第１項において同じ。）に係る

記録媒体をいう。）」に改める。 

第２５条中第９号を第１１号とし，第８号を第１０号とし，第７号の次に次

の２号を加える。 

(8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては，当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き，身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘

束等」という。）を行ってはならない。 

(9) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第３５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え，同条第２項中「前項に規定する」を削り，「同項」

を「前項」に改め，同条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，原則として，重要事項

をウェブサイトに掲載しなければならない。 

第４３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第

４号中「第２７条第１１項」を「第２７条第１０項」に改め，同項第８号中

「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第９号とし，同項第７

号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第８号とし，同項

第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第７号とし，

同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号と

し，同項第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 第２５条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第４８条第３項ただし書中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定

夜間対応型訪問介護事業所」に改め，同条第４項中第１１号を削り，第１２号

を第１１号とし，同条第５項ただし書及び第６項中「当該夜間対応型訪問介護
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事業所」を「当該指定夜間対応型訪問介護事業所」に改める。 

第４９条ただし書中「同一敷地内の」を削る。 

第５２条中第７号を第９号とし，第６号を第８号とし，第５号を第７号とし，

第４号の次に次の２号を加える。 

(5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的

拘束等を行ってはならない。 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第５９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第

５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同

項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，

同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第４号と

し，同項第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 第５２条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６０条中「とと読み替える」を「と読み替える」に改める。 

第６０条の４ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６０条の５第４項中「市長」を「当該指定地域密着型通所介護事業者に係

る指定を行った市町村長」に改める。 

第６０条の９中第６号を第８号とし，第５号を第７号とし，第４号の次に次

の２号を加える。 

(5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的

拘束等を行ってはならない。 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第６０条の１９第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，

同項第６号を同項第７号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」を「の規定

による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の

規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加

える。 
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(3) 第６０条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６０条の２０の３中「同項第３号」を「同項第４号」に，「同項第４号」

を「同項第５号」に改める。 

第６０条の２４第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６０条の２６第４項中「市長」を「当該指定療養通所介護事業者に係る指

定を行った市町村長」に改める。 

第６０条の３０中第５号を第７号とし，第４号を第６号とし，第３号を第５

号とし，第２号の次に次の２号を加える。 

(3) 指定療養通所介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等

を行ってはならない。 

(4) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第６０条の３７第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め，

同項第７号を同項第８号とし，同項第６号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め，同号を同項第７号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定

による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」を「の

規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号の次に次の１号を加

える。 

(4) 第６０条の３０第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６４条第４項中「市長」を「当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業者に係る指定を行った市町村長」に改める。 

第６６条第２項中「介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは」の次に

「健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の

規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する」を加える。 

第６７条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第７１条第５号中「指定認知症対応型通所介護事業者は，」を削り，「身体

的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」とい

う。）」を「身体的拘束等」に改め，同条第６号中「指定認知症対応型通所介

護事業者は，」を「前号の」に改める。 



 

32 

第８０条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定に

よる」に改める。 

第８３条第６項の表中「，指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法

律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所である

ものに限る。）」を削る。 

第８４条第１項ただし書中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設

する前条第６項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる

施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務，同

一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が，指定夜間対応型訪問介護事業者，

指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け，一体的な運

営を行っている場合には，これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１

１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号

ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所，施設等の

職務」に改める。 

第９３条第６号中「指定小規模多機能型居宅介護事業者は，」の次に「前号

の」を加え，同条中第８号を第９号とし，第７号を第８号とし，第６号の次に

次の１号を加える。 

(7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るた

め，次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回

以上開催するとともに，その結果について，介護職員その他の従業者

に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研

修を定期的に実施すること。 

第９３条に次の１項を加える。 

２ 前項第７号アに規定する委員会の開催は，テレビ電話装置等を活用してこ

れを行うことができる。 

第１０７条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会の設置） 

第１０７条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は，当該指定小規模多機
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能型居宅介護事業所における業務の効率化，介護サービスの質の向上その他

の生産性の向上に資する取組の促進を図るため，当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員

の負担軽減に資する方策を検討するための委員会を定期的に開催しなければ

ならない。 

２ 前項に規定する委員会の開催は，テレビ電話装置等を活用してこれを行う

ことができる。 

第１０８条第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項

第４号中「第９３条第６号に規定する」を「第９３条第１項第６号の規定によ

る」に改め，同項第５号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定に

よる」に改める。 

第１１２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する

指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所」を削る。 

第１２２条ただし書中「これらの事業所，施設等が同一敷地内にあること等

により」を削る。 

第１２６条中第３項を第８項とし，第２項を第７項とし，第１項の次に次の

５項を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，前項の規定に基づき協力医療機

関を定めるに当たっては，次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ

うに努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を，常時確保していること。 

(2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場

合において診療を行う体制を，常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，１年に１回以上，協力医療機関

との間で，利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに，協力

医療機関の名称等を，当該指定認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定

を行った市町村長に届け出なければならない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に

規定する第二種協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」とい

う。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等
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感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染

症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければ

ならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，協力医療機関が第二種協定指定

医療機関である場合においては，当該第二種協定指定医療機関との間で，新

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，利用者が協力医療機関その他の

医療機関に入院した後に，当該利用者の病状が軽快し，退院が可能となった

場合においては，再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに

入居させることができるように努めなければならない。 

第１２８条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定

による」に改める。 

第１２９条中「及び第１０５条」を「，第１０５条及び第１０７条の２」に

改める。 

第１３１条第７項中第２号を削り，第３号を第２号とし，同条に次の１項を

加える。 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規

定の適用については，当該規定中「１人」とあるのは，「０．９人」とする。 

(1) 第１５０条において準用する第１０７条の２第１項に規定する委員会に

おいて，利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い，及

び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化，介護サービスの質の向上等に資する機器（次号にお

いて「介護機器」という。）の定期的な点検 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

(2) 介護機器を複数種類活用していること。 

(3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る

ため，地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

(4) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る

取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると
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認められること。 

第１３２条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１４８条中第２項を第７項とし，第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，前項の規定に基づき協

力医療機関を定めるに当たっては，次に掲げる要件を満たす協力医療機関を

定めるように努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において，医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を，常時確保していること。 

(2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めが

あった場合において診療を行う体制を，常時確保していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，１年に１回以上，協力

医療機関との間で，利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するととも

に，協力医療機関の名称等を，当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者に係る指定を行った市町村長に届け出なければならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，第二種協定指定医療機

関との間で，新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければ

ならない。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，協力医療機関が第二種

協定指定医療機関である場合においては，当該第二種協定指定医療機関との

間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，利用者が協力医療機関

その他の医療機関に入院した後に，当該利用者の病状が軽快し，退院が可能

となった場合においては，再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居

させることができるように努めなければならない。 

第１４９条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定

による」に改める。 

第１５０条中「及び第１００条」を「，第１００条及び第１０７条の２」に

改める。 

第１５２条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に改め，「又は介護支援

専門員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

第１５４条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第２０５

号）」を加える。 

第１６７条の２中「医師」の次に「及び第１７４条第１項に規定する協力医
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療機関の協力を得て，当該医師及び当該協力医療機関」を加え，同条に次の１

項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，前項の医師及び協力医療機関の協力

を得て，１年に１回以上，緊急時等における対応方法の見直しを行い，必要

に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 

第１６８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１６９条第５号中「に規定する」を「の規定による」に，「を記録する」

を「の記録を行う」に改め，同条第６号中「に規定する」を「の規定による」

に，「を記録する」を「の記録を行う」に改め，同条第７号中「に規定する」

を「の規定による」に，「記録する」を「の記録を行う」に改める。 

第１７４条の見出し中「協力病院等」を「協力医療機関等」に改め，同条第

１項中「入院治療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に

備えるため」に，「協力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機

関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては，病院に限る。）」に改め，

同項に次のただし書及び各号を加える。 

ただし，複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号

の要件を満たすこととしても差し支えない。 

(1) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を，常時確保していること。 

(2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合に

おいて診療を行う体制を，常時確保していること。 

(3) 入所者の病状が急変した場合等において，当該指定地域密着型老人福祉

施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い，入院

を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保し

ていること。 

第１７４条中第２項を第６項とし，第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，１年に１回以上，協力医療機関との

間で，入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに，協力医療

機関の名称等を，当該指定地域密着型介護老人福祉施設に係る指定を行った

市町村長に届け出なければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，第二種協定指定医療機関との間で，

新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，協力医療機関が第二種協定指定医療
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機関である場合においては，当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，入所者が協力医療機関その他の医療

機関に入院した後に，当該入所者の病状が軽快し，退院が可能となった場合

においては，再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させ

ることができるように努めなければならない。 

第１７８条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定

による」に改める。 

第１７９条中「及び第６０条の１７第１項から第４項まで」を「，第６０条

の１７第１項から第４項まで及び第１０７条の２」に改める。 

第１８９条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は，ユニット型施設

の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

第１９１条中「第６０条の１７第１項から第４項まで」の次に「，第１０７

条の２」を加える。 

第１９３条第７項中第４号を削り，第５号を第４号とする。 

第１９４条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設

等」を削る。 

第１９９条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において，

又はサービスの拠点に通わせ，若しくは短期間宿泊させ，日常生活上の世話及

び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改め，同条中第１

１号を第１２号とし，第７号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ，第６号の

次に次の１号を加える。 

(7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図

るため，次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回

以上開催するとともに，その結果について，介護職員その他の従業者

に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し，身体的拘束等の適正化

のための研修を定期的に実施すること。 

第１９９条に次の１項を加える。 
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２ 前項第７号アに規定する委員会の開催は，テレビ電話装置等を活用してこ

れを行うことができる。 

第２０３条第２項第３号中「第１９９条第６号に規定する」を「第１９９条

第１項第６号の規定による」に改め，同項第６号から第９号までの規定中「に

規定する」を「の規定による」に改める。 

第２０４条中「及び第１０７条」を「，第１０７条及び第１０７条の２」に

改める。 

第２０５条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

（常総市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正） 

第３条 常総市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２７年常総市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業者」に改め，「（以下「指定介護予防支援事業所」

という。）」を削り，同条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，当該指定に係

る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の

介護支援専門員を置かなければならない。 

第６条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以

下「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め，同条第２項中「前項の」

を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規

定により置く」に改め，同条に次の２項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定に

より置く管理者は，介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第

１４０条の６６第１号イ(3)に規定する主任介護支援専門員（以下この項に

おいて「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし，主

任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合

については，介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に規

定する管理者とすることができる。 

４ 前項の管理者は，専らその職務に従事する者でなければならない。ただし，

次に掲げる場合は，この限りでない。 
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(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務

に従事する場合 

(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防

支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

第７条第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者である指定

介護予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この章及び次章に

おいて同じ。）」を加え，同条第４項第２号中「磁気ディスク，シー・ディ

ー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくこ

とができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式，磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３６条第１項におい

て同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第１３条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，前項の利用料

のほか，利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問

して指定介護予防支援を行う場合には，それに要した交通費の支払を利用者

から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，前項に規定す

る費用の額に係るサービスの提供に当たっては，あらかじめ，利用者又はそ

の家族に対し，当該サービスの内容及び費用について説明を行い，利用者の

同意を得なければならない。 

第１４条中「に係る」を「について前条第１項の」に改める。 

第１５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者

である指定介護予防支援事業者」に改め，同条第１号中「（平成１１年厚生省

令第３６号）」を削り，同条第４号中「規定」の次に「（第３３条第１項第３

１号の規定を除く。）」を加える。 

第２４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え，同条第２項中「前項に規定する」を削り，「同項」

を「前項」に改め，同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載

しなければならない。 

第３１条第２項第２号イ，ウ及びオ中「の規定による」を「に規定する」に

改め，同項中第５号を第６号とし，第４号を第５号とし，第３号を第４号とし，
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第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 第３３条第１項第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間，

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第３３条第１項第２号の次に次の２号を加える。 

(2)の2 指定介護予防支援の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘

束等（身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為をいう。）を行って

はならない。 

(2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

い。 

第３３条第１項第１７号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに

利用者の状況に著しい変化があったときは，利用者の居宅を訪問し」を削り，

同号ウを同号オとし，同号イ中「月」の次に「（イただし書の規定によりテレ

ビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を除く。）」を加え，同号イを同

号エとし，同号アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は，利用者の居宅を訪問することによって行う

こと。ただし，次のいずれにも該当する場合であって，サービスの提

供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この号にお

いて単に「期間」という。）について，少なくとも連続する２の期間

に１回，利用者の居宅を訪問し，面接するときは，利用者の居宅を訪

問しない期間において，テレビ電話装置等を活用して，利用者に面接

することができる。 

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて，文書によ

り利用者の同意を得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において，次に掲げる事項について主治の

医師，担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができ

ること。 

ｃ 担当職員が，テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握

できない情報について，担当者から提供を受けること。 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化が
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あったときは，利用者の居宅を訪問し，利用者に面接すること。 

第３３条第１項に次の１号を加える。 

(31) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，法第１１

５条の３０の２第１項の規定により市長から情報の提供を求められた場合

には，その求めに応じなければならない。 

第３５条中「第１３条」を「第１３条第１項」に改める。 

第３６条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

（常総市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部改正） 

第４条 常総市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営に

関する基準等を定める条例（平成２５年常総市条例第７号）の一部を次のよう

に改正する。 

第７条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第８条第４項中「前項ただし書き」を「前項ただし書」に，「市長」を「当

該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者に係る指定を行っ

た市町村長」に改める。 

第１０条第２項中「指定介護療養型医療施設（」，「附則第１３０条の２第

１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法」及び「をいう。第

４６条第６項において同じ。）」を削る。 

第１１条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１２条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これら

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電

磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。第９３条第１項において同じ。）に係る記

録媒体をいう。）」に改める。 

第３４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え，同条第２項中「前項に規定する」を削り，「同項」

を「前項」に改め，同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は，原則として，重要事項をウ

ェブサイトに掲載しなければならない。 
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第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第

６号を同項第７号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改

め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」を「の規定による」

に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 第４４条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限す

る行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間，その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第４４条第１４号中「第２号から第５号まで」を「第１号から第１４号ま

で」に，「の規定による」を「に規定する」に改め，同号を同条第１６号とし，

同条中第１０号から第１３号までを２号ずつ繰り下げ，第９号の次に次の２号

を加える。 

(10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては，当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き，身体的拘束等を行ってはならない。 

(11) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第４６条第６項の表中「，指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法

律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所である

ものに限る。）」を削る。 

第４７条第１項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所に併設する前条第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる

施設等の職務，同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第７条

第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう。）が，

指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第４８条第

１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同じ。），指定訪

問介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成１１年厚生省令第３７号）第５条第１項に規定する指定訪問介護事業者

をいう。）又は指定訪問看護事業者（同令第６０条第１項に規定する指定訪問

看護事業者をいう。）の指定を併せて受け，一体的な運営を行っている場合に
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は，これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に

規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介

護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所，施設等の職務」に改める。 

第５５条に次の２項を加える。 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は，身体的拘束等の適正化を

図るため，次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上

開催するとともに，その結果について，介護職員その他の従業者に周知徹

底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

４ 前項第１号に規定する委員会の開催は，テレビ電話装置等を活用してこれ

を行うことができる。 

第６５条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会の設置） 

第６５条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は，当該指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化，介護サービスの

質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため，当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会を

定期的に開催しなければならない。 

２ 前項に規定する委員会の開催は，テレビ電話装置等を活用してこれを行う

ことができる。 

第６６条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定に

よる」に改める。 

第７４条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指

定小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

第８１条ただし書中「これらの事業所，施設等が同一敷地内にあること等に

より」を削る。 

第８５条中第３項を第８項とし，第２項を第７項とし，第１項の次に次の５

項を加える。 
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２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，前項の規定に基づき協

力医療機関を定めるに当たっては，次に掲げる要件を満たす協力医療機関を

定めるように努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を，常時確保していること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めが

あった場合において診療を行う体制を，常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，１年に１回以上，協力

医療機関との間で，利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するととも

に，協力医療機関の名称等を，当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業者に係る指定を行った市町村長に届け出なければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第

１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定

医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新型イ

ンフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に

規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決

めるように努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，協力医療機関が第二種

協定指定医療機関である場合においては，当該第二種協定指定医療機関との

間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，利用者が協力医療機関

その他の医療機関に入院した後に，当該利用者の病状が軽快し，退院が可能

となった場合においては，再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所に速やかに入所させることができるように努めなければならない。 

第８７条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定に

よる」に改める。 

第８８条中「及び第６３条」を「，第６３条及び第６５条の２」に改める。 

第９３条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は，第１条の規定によ

る改正後の常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例（以下「新指定居宅介護支援等基準条例」という。）第２５条第３

項（新指定居宅介護支援等基準条例第３３条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については，同項中「指定居宅介護支援事業者は，原則として，

重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と，

第２条の規定による改正後の常総市指定地域密着型サービスの事業の人員，設

備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新地域密着型サービス基準条

例」という。）第３５条第３項（新地域密着型サービス基準条例第６０条，第

６０条の２０，第６０条の２０の３，第６０条の３８，第８１条，第１０９条，

第１２９条，第１５０条，第１７９条，第１９１条及び第２０４条において準

用する場合を含む。）の規定の適用については，同項中「指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。」とあるのは「削除」と，第３条の規定による改正後の常

総市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

（以下「新指定介護予防支援等基準条例」という。）第２４条第３項（新指定

介護予防支援等基準条例第３５条において準用する場合を含む。）の規定の適

用については，同項中「指定介護予防支援事業者は，原則として，重要事項を

ウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と，第４条の

規定による改正後の常総市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設

備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新地域密着型介護予防サービ

ス基準条例」という。）第３４条第３項（新地域密着型介護予防サービス基準

条例第６７条及び第８８条において準用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては，同項中「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は，原則として，

重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と

する。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は，新地域密着型サー

ビス基準条例第９３条第１項第７号及び第１９９条第１項第７号，新地域密着

型介護予防サービス基準条例第５５条第３項の規定の適用については，これら

の規定中「講じなければ」とあるのは，「講じるよう努めなければ」とする。 
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（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は，新地域密着型サー

ビス基準条例第１０７条の２第１項（新地域密着型サービス基準条例第１２９

条，第１５０条，第１７９条，第１９１条及び第２０４条において準用する場

合を含む。），新地域密着型介護予防サービス基準条例第６５条の２第１項

（新地域密着型介護予防サービス基準条例第８８条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については，これらの規定中「開催しなければ」とあるの

は，「開催するよう努めなければ」とする。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は，新地域密着型サー

ビス基準条例第１７４条第１項（新地域密着型サービス基準条例第１９１条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については，同項中「定めておか

なければ」とあるのは，「定めておくよう努めなければ」とする。 
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議案第１２１号 

 

常総市出産祝金支給条例を廃止する条例について 

 

常総市出産祝金支給条例を廃止する条例を次のように定めたいので，地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を

求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，今年度をもって出産祝金支給事業を終了することとし，その支給に関

する条例を廃止するため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市出産祝金支給条例を廃止する条例 

 

常総市出産祝金支給条例（平成１８年常総市条例第３７号）は，廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前の出産に係る出産祝金の取扱いについては，なお従前

の例による。 

 



49 

議案第１２２号 

 

常総市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例について 

 

常総市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例を次のように定めた

いので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に

より議会の議決を求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，医療福祉費の助成範囲を拡大し，一定の等級以上の障害者手帳の重複

所持者を，新たに助成の対象に加える等の改正を行うため，これを提出する。 



50 

常総市条例第  号 

 

常総市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市医療福祉費支給に関する条例（昭和５１年水海道市条例第３０号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第５号中「（６５歳以上７５歳未満の者にあっては，高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第５０条第２号の規定による認定を

受けたものに限る。）」を削り，同号に次のただし書を加える。 

ただし，６５歳以上７５歳未満の者で，高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）第５０条第２号に規定する政令で定める程度の障

害の状態にあるものにあっては，同号の規定による認定を受けたものに限る。 

第２条第５号エ中「３級」の次に「又は４級」を加え，同号キ中「精神障害者

福祉手帳」を「精神障害者保健福祉手帳」に改め，同号に次のように加える。 

ク 手帳の交付を受けた者でその障害の程度が省令別表の３級又は４級に該

当し，かつ，精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者でその精神障害の

状態が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に規

定する２級に該当するもの 

ケ 児童相談所又は知的障害者更生相談所において，知能指数が５０以下と

判定された者で，かつ，精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で，そ

の精神障害の状態が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６

条第３項に規定する２級に該当するもの 

附 則 

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日前の診療に係る医療福祉費の支給については，なお従前

の例による。 



51 

議案第１２３号 

 

常総市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

常総市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

たいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定

により議会の議決を求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，空家等対策の推進に関する特別措置法の改正により，新たに管理不全

空家等に係る規定が設けられたこと等に伴う規定の整備その他所要の改正を行う

ため，これを提出する。 



52 

常総市条例第 号 

 

常総市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市空家等対策の推進に関する条例（平成２９年常総市条例第７号）の一部

を次のように改正する。 

第４条を削る。 

第３条中「空家等が」の次に「管理不全空家等又は」を加え，同条に次の１項

を加える。 

２ 所有者等は，前条の規定による施策の策定及び実施に協力するよう努めなけ

ればならない。 

第３条を第４条とし，第２条の次に次の１条を加える。 

（市の責務） 

第３条 市は，第１条の目的を達成するため，法第４条第１項に定めるもののほ

か，空家等の適切な管理のために必要な施策を策定し，及び実施するものとす

る。 

第５条第１項中「前条」を「第３条」に改め，同条第２項中「特定空家等」を

「適切な管理が行われていない空家等がある」に改める。 

第６条第１項中「第７条第１項」を「第８条第１項」に改め，同条第２項第２

号及び第３号中「特定空家等」を「管理不全空家等又は特定空家等」に改める。 

第９条第１項及び第１０条中「第１４条第１項」を「第２２条第１項」に改め

る。 

第１１条中「第１４条第１１項」を「第２２条第１３項」に改める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 



53 

議案第１２４号 

 

常総市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

 

常総市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の

議決を求める。 

 

令和６年３月１日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，水道法の改正に伴い，必要となる用語の改正を行うため，これを提出

する。 



54 

常総市条例第 号 

 

常総市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 

常総市水道事業給水条例（平成１０年水海道市条例第７号）の一部を次のよう

に改正する。 

第５条第１項，第３２条第２項ただし書及び第４１条第１号中「第１６条の２

第３項の厚生労働省令」を「第１６条の２第３項ただし書の国土交通省令」に改

める。 

附 則 

この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

 


